











① 『価値と資本の理論』 岩波書店 1981年，［以下，著書Aとする］
② 『資本主義経済の理論』 岩波書店 1989年，［以下，著書Bとする］
また関連して当論文の直接に対象とする文献は，高須賀義博氏のつぎのものである。






Ökonomische Manuskripte 1863-67” Karl Marx, Friedrich Engels Gesamtaus-
gabe 2 Abteilung Band 4 teil 2.Berlin 1993.
②
“
Das Kapital,Kritik der politiscen Ökonomie Erster Band” Karl Marx Friedrich
 






The Value and the Price of Production


























Das Kapital,Kritik der politiscen Ökonomie Zweiter Band” Karl Marx Frie-




Das Kapital, Kritik der politiscen Ökonomie Dritter Band” Karl Marx Frie-
drich Engels Werke Band 25.Berlin 1964.［資本論翻訳委員会訳『資本論第３巻a，b』
新日本出版社 1997年］
また当論文で関連する①M.フオン ツガン－バラノウスキ （ーM.von Tugan-Baranowski）








Zur Berichitigung der grundlegenden theoritischen Konstruktion” Jahrbu?cher
 
fu?r Natonalokonomie und Statistik Bd. 34. 1907.［玉野井芳郎・石垣博美訳「『資本
論』第３巻におけるマルクスの基本的理論構造の修正について」 スウイージー編『論争・
マルクス経済学』所収，法政大学出版局 1969年］
③ “The Theory of Capitalist Developement” New York 1942.［都留重人訳『資本主
義発展の理論』 新評論 1967年］

















































































































































不変資本c? 可変資本v? 剰余価値 s? 生産物価値a?
? 450 180 120 750
? 200 240 160 600
? 100 180 120 400
計 750 600 400 1750
r?＝r′?c?x＋v?y? P?＝?c?x＋v?y?＋r?」???
原料費等c?x 労賃費v?y 利潤 r? 生産価格P?
? 172.8 57.6 57.6 288
? 76.8 76.8 38.4 192
? 38.4 57.6 24.0 120
計 288.0 192.0 120.0 600
































































































































































































































































































































































































































































生産部門 不変資本 可変資本 剰余価値 価格
? 135 54 36 225
? 60 72 48 180
? 30 54 36 120
合計 225 180 120 525
生産部門 不変資本 可変資本 利潤 生産価格
? 504 168 168 840
? 224 224 112 560
? 112 168 70 350












































⑴B，P.21 ⑵B，P.21 ⑶B，P.22 ⑷B，P.24 ⑸B，P.24-25 ⑹B，P.25 ⑺B，P.29 ⑻B，P.33
⑼B，P.61 ⑽B，P.62 ?B，P.63 ?B，P.63 ?B，P.63-64 ?B，P.64-65 ?B，P.66 ?B，P.125
?B，P.126 ?B，P.126 ?B，P.126 ?B，P.130 ?B，P.130 ?B，P.134 ?B，P.134 ?B，P.134-135
















不変資本c? 可変資本v? 剰余価値 s′? 生産物価値a′?
? 450 180 192 822
? 200 240 128 568
? 100 180 80 360




















































































































































































































































































生産部門 不変資本 可変資本 利潤 生産物価値
? 450 150 150 750
? 240 240 120 600
? 128 192 80 400



































































































































































































生産部門 不変資本 可変資本 剰余価値 商品価値
? 3000 1200 1800 6000
? 1000 800 1200 3000
? 1000 500 750 2250
合計 5000 2500 3750 11250
生産部門 不変資本 可変資本 利潤 商品生産価格価値
? 3176 8/17 105814/17 211711/17 635216/17
? 105814/17 70515/17 882 6/17 2647 1/17
? 105814/17 441 3/17 750 2250
合計 5294 2/17 220515/17 3750 11250
生産部門 不変資本 可変資本 利潤 商品価値
? 3000 1000 2000 6000
? 1200 800 1000 3000
? 105814/17 4413/17 750 2250
合計 525814/17 22413/17 3750 11250
生産部門 不変資本 可変資本 剰余価値 商品価値
? 3000 1200 211010/17 631010/17
? 1000 800 889 7/17 2689 7/17
? 1000 500 750 2250

























































































































































C  V  C＋V  P Π……
……
最終段階? 252 84 336 420 84 ……
? 112 112 224 280 56 ……
? 56 84 140 175 35 ……
合計 420 280 700 875 175 ……
「第４－８表 Marx転化論の iteration表
［Pは生産価格，Πは利潤――平石］……」??
生産部門 不変資本 c? 可変資本 v? 剰余価値 s? 生産物の価値 a?
? 225 90 60 375
? 100 120 80 300
? 50 90 60 200
合計 375 300 200 875 」??
「表? 対象化された価値の実体 （億時間)
［p?は平均利潤，P?は生産価格――平石］」???
生産部門 c?x  v?y  p? P?
? 144 48 48 240
? 64 64 32 160
? 32 48 20 100







































































































生産部門 不変資本 可変資本 剰余価値 価格
? 1121/2 45 30 1871/2
? 50 60 40 150
? 25 45 30 100






































































































生産部門 c? v? s′? a′?
? 225 90 96 411
? 100 120 64 284
? 50 90 40 180










































































































































生産部門 不変資本 可変資本 利潤 生産物価値
? 225 75 75 375
? 120 120 60 300
? 64 96 40 200


































































































生産部門 不変資本 可変資本 利潤 生産物価格
? 225 45 105 375
? 100 60 －10 150
? 50 45 5 100
合計 375 150 100 625
生産部門 不変資本 可変資本 利潤 生産物価値
? 315 63 147 525
? 140 84 －14 210
? 70 63 7 140




























生産部門 不変資本 可変資本 利潤 生産物価格
? 180 45 75 300
? 80 60 10 150
? 40 45 15 100
合計 300 150 100 550
生産部門 不変資本 可変資本 利潤 生産物価値
? 286 4/11 71 13/22 119 7/22 477 3/11
? 127 3/11 95 5/11 15 10/11 238 7/11
? 63 7/11 71 13/22 23 19/22 159 1/11































⑴C，P.149 ⑵C，P.163 ⑶C，P.125 ⑷C，P.124 ⑸C，P.162 ⑹C，P.125-126 ⑺C，P.138-140
⑻C，P.139 ⑼A，P.324 ⑽A，P.324 ?A，P.324 ?A，P.325 ?A，P.340 ?A，P.340-341 ?C，
P.123 ?C，P.161-162 ?C，P.162 ?C，P.162-163 ?C，P.123 ?C，P.126 ?C，P.135 ?C，P.140
?A，P.324 ?A，P.325 ?A，P.340 ?A，P.322 ?A，P.341 ?A，P.341 ?A，P.326 ?A，P.340
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お わ り に
伊藤氏は，価値の生産価格への転化で，商品の価値と生産価格価格とを，価値と価値形態
との関係とし，価値を労働量により規定し，生産価格価格をその貨幣量により表現とし，両
者を比較不可能として，転化係数で接続する。また総計一致の二命題で，生産価格価格を媒
介とする商品交換の前後で，生産された価値と取得された価値とを対比して，商品の価値，
剰余価値部分で，それぞれ社会的総計でその一致が成立するとする。その商品の価値，剰余
価値部分でのその一致の成立が，総計一致の二命題の成立ともなるとする。ここで商品の費
用価格生産価格価格部分で等価値交換，利潤生産価格価格部分で不等価値交換が対応すると
する。氏は，生産価格の論理水準における商品の価値と価値形態との関係が，生産価格価値
と生産価格価格との関係であることを脱落し，その両者の比較不可能が生産価格価値の等値
を通じて比較可能に関係づけられる関係も脱落して，価値と生産価格価格とを転化係数で接
続する。その転化係数は，媒介項の生産価格価値を規定し得ない不明確なものとなる。本来
の総計一致の二命題は，商品の価値，剰余価値の社会的総計と，生産価格価値，利潤生産価
格価値の社会的総計との，それぞれの一致の成立を問うものであるが，氏はそれを別方向で
設定する。氏の意味の総計一致の二命題は，たしかに成立するが，それは本来のものとは無
縁である。氏は，生産価格価格を媒介項としか設定せず，生産価格価値の脱落とあわせて，
ここで問うべきものを失うのである。商品の費用価格生産価格価格部分でも利潤生産価格価
格部分でも，等生産価格価値が交換の基準であり，そこにその部分の位置による区別はない。
そうであることによってのみ商品の生産価格価値がその交換との対応において成立するので
ある。等生産価格価値交換は等価値交換も不等価値交換も含み得るが，それはそれ自体とし
て意味を持つものではなく，等生産価格価値交換の基礎にある関係として意味を持つのであ
る。なおここで，氏の生産された価値との対応での取得された価値の規定である。取得され
た価値は，生産価格価格の基礎にある生産価格価値の，購買と関係してその基礎にある価値
として規定されるべきものである。またそれに対応する生産された価値は，生産価格価格の
基礎にある生産価格価値の，販売と関係してその基礎にある価値として規定されるべきもの
である。氏は，生産価格価値を脱落しながらも取得された価値の規定では成功し得ているが，
それに対応する生産された価値の規定では成功し得ていず，そこで本来の対応をなし得ては
いない。そのことがさきの氏の等価値交換，不等価値交換の問題にも接続しているのである。
高須賀氏は，伊藤氏が，価値の生産価格への転化で，商品の価値と生産価格価格とを比較不
可能の関係とし，商品の価値による生産価格価格の規制の関係を否定しているとして批判す
る。また伊藤氏が，生産価格価格による商品交換の前後での，商品の価値および剰余価値部
分で，それぞれの生産された価値と取得された価値との社会的総計の関係で，総計一致の二
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命題の成立を問うていて，それであれば生産価格価格以外の価格でも成立するとして批判す
る。高須賀氏は，伊藤氏に代えて，商品の価値，剰余価値の社会的総計と，生産価格価値，
利潤生産価格価値の社会的総計とのそれぞれの関係で，本来の総計一致の二命題の成立を問
うている。高須賀氏は，伊藤氏に対する批判で，生産価格価値の脱落を明確には問わず，さ
きの等価値交換，不等価値交換では伊藤氏と同じ論点を設定するなどの問題を持つのではあ
るが，ともかく伊藤氏からの発展に，相当程度成功し得ているのである。伊藤氏も高須賀氏
も，マルクスの生産価格論で基本的には一定の発展を示しているのではあるが，後退してい
る部分も示していてなお十分なものではなく，伊藤氏の提起した取得された価値や高須賀氏
の提起した総計一致の二命題の論証などを活かして，さらなる発展が要請されるということ
になる。
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